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市有地管理委託事業
38万6千円事業費

判定結果など

　定期的な草刈りや雑木の伐
採、整地等は、美観、防犯、害
獣害虫防止など周辺住民の良好
な生活環境の維持を考えると当
然実施が必要です。また、コス
トを考えると今まで同様に現行
委託が望ましいです。
　ただし、本来は財政課が所管
している市有財産の維持管理だ
けでなく、市全体の市有財産の
維持管理を把握する機関が必要
であると考えます。
　市の財産の必要・不必要の判
断をして、地図に表し、チェッ
クしていく必要があります。
　市有地売却情報の周知を図る
べきであり、住宅地の真ん中で
売れない土地については、駐車
場等、有効活用を検討すべき�
です。

●市実施／現行通り

地域公共交通対策事業
19万9千円事業費

判定結果など

　水戸学区まちづくり協議会の
ささえあい活動の一環として定
着しており、活動自体は住民
ニーズに基づくものであり、高
齢者の移動手段として重要な役
割を担っています。今後、継続
するために自治体ができる限り
の補助をお願いしたいです。
　また、他地域でも要望があれ
ば、市全体として地域公共交通
に対する施策を考えていく必要
があります。

●市実施／現行通り

学童保育所運営事業
1億6,773万円事業費

判定結果など

　学童保育所の運営主体がバラ
バラで、保育料の差も大きく、
指導員の処遇に関しても差があ
ります。
　保護者が運営に関わり、負担
となっていることは、早急に改
善し、経理事務など一括して、
市が責任を持つような手立て、
効率化を進め、浮いた経費を人
件費に充てるなど指導員の確保
や賃金の改善に努めていただき
たいです。
　保護者から実情などの相談を
指導員とは別に聞き取れる方法
も必要です。
　安心安全な施設環境の構築と
早急に石部第２学童保育所の安
全な場所への移動を願います。

●市実施／内容・規模見直し
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石部学童保育所
（石部保健センター内）
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